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 『被災者を支援する税制上の措置を知りたい』 

 

中小企業に適用される税制上の特例措置 

 

 
手元資金の確保支援  

■特別貸付に係る消費貸借に関する契約書の非課税（印紙税）  
■被災法人に対する減免（法人事業税、法人住民税） 
  

滅失・損壊した資産に代わる資産の取得促進  
■被災代替資産等の特別償却（所得税、法人税、事業税、住民税）  
■特定の資産の買換えの場合の課税の特例（所得税、法人税、事業税、住民税）  
■被災した建物の建替え、船舶・航空機の再建造等に係る課税の免除（登録免許税）  
■買換え車両、二輪車等に係る課税の免除（自動車重量税、自動車取得税、自動車税、

軽自動車税）  
■被災代替住宅用地、家屋、償却資産の特例（固定資産税、都市計画税）  
■被災代替家屋、その敷地の用に供する土地の取得に係る特例（不動産取得税）  

 
被災地域の復興支援  

■都市計画事業等に係る土地等の譲渡所得の特別控除（5,000万円）（所得税）  
■エンジェル税制の特別適用（所得税） 
■復興特区に係る税制上の特例（法人税） 
■被災者向け優良賃貸住宅の割増償却（法人税） 
 
 

 
中小企業者の方に対する主な特例措置  

 
 
 
 
 
■ 被災代替資産等の特別償却（所得税、法人税、事業税、住民税）  
 平成23年3月11日から平成28年3月31日までの間に、①被災した資産（建物、構築物、機
械装置、船舶、航空機、二輪車等、車両）の代替として取得する資産、②被災区域内におい
て取得する資産（建物、構築物、機械装置）について特別償却が可能になります。  
※ 償却率は、平成26年3月31日以前に取得した場合、建物・構築物について15%（中小企業者等は   

18%）、機械装置・船舶・航空機・二輪車等・車両について30%（中小企業者等は36%）、平成26年4月1

日以後に取得した場合、これらの2/3の率となります。   

 
■ 大震災関連寄附に係る寄附金控除の拡充、寄附金の指定（所得税、法人税）  
 大震災関連寄附について、所得税の寄附金控除の控除可能限度枠を総所得の80%（現行
 40%）に拡大しました。  
 また、震災により滅失・損壊した公益用建物等の原状回復のために公益法人等が募集する
寄附金は、財務大臣の指定を受けることにより、税制上の優遇措置の対象となります。  
 
 
 

東日本大震災により被災された方を支援するために、税制上の特例措置が講じられています。 

【生活支援】 
・雑損控除の特例（所得税、個人住民税）  
・災害減免法による所得税の減免措置の前年分適用の特例（所得税）  
・住宅ローン減税の適用の特例（所得税、個人住民税）  
・財形住宅・年金貯蓄の非課税（所得税、個人住民税）  
・指定地域内の土地等の評価に係る基準時の特例等（相続税、贈与税）  
・建設工事の請負に関する契約書等の非課税（印紙税）  
・被災自動車、二輪車等に係る特例還付（自動車重量税）  
・被災代替住宅用地の特例（固定資産税、都市計画税） 
  
【手続き、要件等の緩和】 
・買換え特例に係る買換資産の取得期間等の延長（所得税、法人税、事業税、住民税） 
・住宅取得等資金の贈与税の特例措置に係る居住要件の免除等（贈与税） 
・課税事業者選択届出書等の提出に係る特例（消費税、地方消費税） 
・中間申告書の提出に係る特例（法人税、消費税、法人事業税、法人住民税、地方消費税） 
・事業承継税制における事業継続要件等の緩和（相続税、贈与税） 
・相続税の延納、物納に係る申請手続きの期間延長（相続税） 
 
【寄附活動促進】 
・大震災関連寄附に係る寄附金控除の拡充（所得税）  
・寄附金の指定（寄附金控除等の対象化）（所得税、法人税） 
  
【その他】 
・地方団体への地方税における期限延長、減免措置等についての通知   
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 中小企業者の方に対する主な特例措置  
■ 被災代替資産等の特別償却（所得税、法人税、事業税、住民税）  

 平成23年3月11日から平成28年3月31日までの間に、①被災した資産（建物、構築物、機
械装置、船舶、航空機、二輪車等、車両）の代替として取得する資産、②被災区域内におい
て取得する資産（建物、構築物、機械装置）について特別償却が可能になります。  
※ 償却率は、平成26年3月31日以前に取得した場合、建物・構築物について15%（中小企業者等は   

18%）、機械装置・船舶・航空機・二輪車等・車両について30%（中小企業者等は36%）、平成26年4月1

日以後に取得した場合、これらの2/3の率となります。   

 
■ 大震災関連寄附に係る寄附金控除の拡充、寄附金の指定（所得税、法人税）  
 大震災関連寄附について、所得税の寄附金控除の控除可能限度枠を総所得の80%（現行4
0%）に拡大しました。  
 また、震災により滅失・損壊した公益用建物等の原状回復のために公益法人等が募集する
寄附金は、財務大臣の指定を受けることにより、税制上の優遇措置の対象となります。  
 
■ 買換え車両に係る課税の免除（自動車重量税、自動車取得税、自動車税、軽自動車税） 
 被災者が買換え車両・二輪車を取得した場合、自動車重量税、自動車取得税を免除す 
るとともに、平成23年度から平成25年度までの各年度分の自動車税、軽自動車税を免除し  
ます。  
 
■ 事業承継税制における事業継続要件等の緩和（相続税、贈与税） 

  事業承継税制（非上場株式等に係る納税猶予の特例）に係る認定会社等について、大震
災による①事業資産の被害が大きい場合、②従業員の多くが属する事業所が被災した場合、
③売上高が大幅に減少した場合には、雇用確保等の要件を緩和します。 

 
■ 復興特区に係る税制上の特例措置（法人税） 
 復興特別区域制度の創設に伴い、次の措置を講じます。 
⑴ 法人税の特別控除 
 平成28年3月31日までの間に指定を受けた指定法人が、指定期間（指定を受けた日から5年
を経過する日までの期間）内の日を含む事業年度において、復興産業集積区域内の事業所で
被災者の雇用等をした場合、被災者に対する指定期間内の給与等支給額の10％分を法人
税額から控除します。ただし、税額控除限度額は法人税額の20％とします。 
 
⑵ 事業用設備等の特別償却等 
 復興産業集積区域内において、平成28年3月31日までの間、指定法人が取得等をした以下
の設備について、それぞれに対応する特別償却又は税額控除を適用します。 
【特別償却】 

 東日本大震災復興特別区域法の施

行日（平成 23 年 12 月 26 日）から平

成 26 年 3 月 31 日までの間 

平成 26 年 4 月 1 日から平成 28

年 3 月 31 日までの間 

機械及び装置 100％ 50％ 

建物及び附属設備並びに構

築物 

 

25％ 
 

 
【税額控除】 

 東日本大震災復興特別区域法の施行日（平成 23

年 12 月 26 日）から平成 28 年 3 月 31 日までの間

機械及び装置 15％ 

建物及び附属設備並びに構築物 8％ 
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 ⑶ 研究開発税制の特例等 
 復興産業集積区域内において、指定法人が、平成28年3月31日までの間に開発研究用

減価償却資産の取得等をした場合に、即時償却を適用します。また、当該資産の減価償却費
については、研究開発税制の対象として取り扱います。 
 

※ ⑴及び⑵の措置は選択適用。 

※ 指定法人とは、東日本大震災により雇用機会が著しく不足することとなった地域の雇用機会の確保に

寄与する事業を行う者として指定を受けた法人をいう。 

 

お問い合わせ先 
・国税関係：国税庁、国税局（事務所）または税務署の税務相談窓口  
・地方税関係：都道府県や市町村の税務部（課）、税務事務所  
・中小企業税制一般：中小企業庁 財務課 電話：03-3501-5803 

 『創業又は経営多角化・事業転換等による 

新たな事業活動への挑戦を行いたい』 
 

中小企業経営力強化資金融資事業 
                                   

                                 

                                   

                                   

 

 
対象となる方  

経営革新又は異分野の中小企業と連携した新事業分野の開拓等により市場の創出・開拓（新規
開業を行う場合を含む。）を行おうとする者で、認定支援機関※１の経営支援を受けている者 
※１：中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づき認定される「認定経営革新等支援機

関」を指します。 
 
支援内容  
■対象資金  

設備資金及び運転資金  
 

■貸付限度  
【中小企業事業】 7億2,000万円（運転資金は2億5,000万円） 
【国民生活事業】 7,200万円（運転資金は4,800万円） 

 
■貸付利率  

特別利率①※２、３、４ 
※２：貸付金額のうち2,000万円までは、無担保・無保証人であっても、上乗せ金利なしで貸

付が受けられます。（国民生活事業） 
※３：女性、若年者（30歳未満）または高齢者（55歳以上）であって、新規開業して概ね7年

以内の方女性・若者・シニアは特別利率② 
※４：雇用の拡大等を図る方は、それぞれの適用利率から0.1％の金利引下げ措置が受けら

れます。 
 

■貸付期間  
設備資金：15年以内（うち据置期間2年以内） 
運転資金：5年以内（特に必要な場合は7年以内）（うち据置期間1年以内） 

 

■貸付条件 

中小企業・小規模事業者は、事業計画を策定し、実行責務を負い、期中の進捗報告を行う。 

認定支援機関は、事業計画の策定支援のみならず、期中における継続的な実行支援を実施す

る。 

 
ご利用方法 

申込み時に各機関に必要書類を提出してください。 
必要書類については各機関にお問い合わせください。 

お問い合わせ先 
株式会社日本政策金融公庫（日本公庫） 

国民生活事業（個人企業・小規模企業向け事業資金）、中小企業事業（中小企業向け長期事業資金） 
事業資金相談ダイヤル：0120-154-505 

 創業又は経営多角化・事業転換等による新たな事業活動への挑戦を行う中小企業・小規模事

業者であって、認定支援機関の経営支援を受ける事業者を対象に日本政策金融公庫が低利融

資を行います。 
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